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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第56期
第３四半期
連結累計期間

第57期
第３四半期
連結累計期間

第56期

会計期間
自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日

売上高 (千円) 14,444,233 16,898,725 20,754,076

経常利益 (千円) 2,016,531 2,672,527 2,859,526

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 1,408,986 1,948,219 2,136,621

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △2,174,161 2,595,012 789,146

純資産額 (千円) 46,269,060 50,945,776 49,232,283

総資産額 (千円) 49,441,139 55,873,303 52,851,933

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 81.14 112.76 123.20

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 93.6 91.2 93.2
 

 

回次
第56期
第３四半期
連結会計期間

第57期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 27.14 44.88
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)において営まれている事業の

内容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】
当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう
ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した
「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】
当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものであり
ます。
(１)業績の状況
世界経済全般は、期初前半の先行不透明感から、地政学リスク等の懸念材料も抱えつつも、時とともに緩や
かな回復傾向となりました。当社においても、第２四半期以後の電子機器工業界全般の活況により需要の増加
を実感することができました。注力している新製品への評価も高まっており、順調に増収に結びついておりま
す。

　収益面では、第２四半期から継続してグループ内の稼働率の向上に注力したこと、および省人化設備の積極
的な投入による効果が具現化したことにより利益が出る体質に戻ってまいりました。売上総利益率および営業
利益率が前年同期からも改善し、売上高の増加とともに想定を上回る結果となりました。

　このようなことから、第57期第３四半期連結累計期間における売上高は16,898百万円(前年同期比17.0％増)
となり、営業利益は2,722百万円(同41.8％増)、経常利益は2,672百万円(同32.5％増)、親会社株主に帰属する
四半期純利益は1,948百万円(同38.3％増)となりました。
次に、セグメント別の状況ですが、日本地区での売上高(セグメント間取引消去額を含む。以下同じ。)は
11,829百万円(前年同期比15.0％増)となり、セグメント利益(営業利益)は1,907百万円(同54.8％増)となってお
ります。引続き、供給能力の向上および新製品の投入に注力しております。
日本を除くアジア地区は、需要に対する現地工場の供給バランスの悪化が一部でみられ増収減益という残念
な結果となってしまいました。既に第２四半期から供給バランスの解消のための取組みを行っております。こ
の地区での売上高は7,827百万円(同19.2％増)となり、セグメント利益は479百万円(同4.3％減)となっておりま
す。
欧米地区はまだらな需要動向となっております。北米地区の売上高は973百万円(同16.1％増)となり、セグメ
ント利益は46百万円(同0.2％減)、欧州地区では順に1,133百万円(同42.3％増)、147百万円(同49.5％増)となり
ました。

　
(２)財政状態の分析
当第３四半期連結会計期間末の資産合計は55,873百万円(前連結会計年度末比3,021百万円増)となりました。
流動資産合計は27,161百万円(同2,386百万円増)となりました。主な変動要因は、現金及び預金(同1,756百万
円増)、有価証券(同704百万円減)および受取手形及び売掛金(同804百万円増)であります。
固定資産合計は28,711百万円(同634百万円増)となっております。このうち、有形固定資産合計は21,268百万
円(同609百万円増)となっております。主な変動要因は、建設仮勘定(同261百万円減)、機械装置及び運搬具(同
546百万円増)および建物及び構築物(同285百万円増)であります。その他、投資その他の資産合計が7,342百万
円(同29百万円増)となっております。主な変動要因は、投資有価証券(同16百万円増)であります。
負債合計は4,927百万円(同1,307百万円増)となりました。流動負債合計は3,731百万円(同1,068百万円増)と
なりました。主な変動要因は、未払法人税等(同470百万円増)および賞与引当金(同420百万円増)であります。
固定負債合計は1,196百万円(同239百万円増)となりました。これは主に、繰延税金負債(同214百万円増)による
ものであります。
純資産合計は50,945百万円(同1,713百万円増)となりました。株主資本合計が47,684百万円(同1,066百万円
増)、その他の包括利益累計額合計が3,261百万円(同646百万円増)となっております。主な変動項目は、利益剰
余金(同1,067百万円増)、その他有価証券評価差額金(同453百万円増)および為替換算調整勘定(同196百万円増)
であります。

　
(３)事業上及び財務上の対処すべき課題
当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた
課題はありません。

　
(４)研究開発活動
当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
なお、この期間の研究開発費の総額は1,104百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】
 

１ 【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)
普通株式 43,200,000
計 43,200,000

 

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,788,590 20,788,590
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 20,788,590 20,788,590 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】
該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

－ 20,788,590 － 2,998,505 － 3,020,484
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,511,400

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 17,239,900 172,399 同　　　上

単元未満株式 普通株式    37,290 ― 同　　　上

発行済株式総数 20,788,590 ― ―

総株主の議決権 ― 172,399 ―
 

(注)１「完全議決権株式(その他)」には証券保管振替機構の株式が400株(議決権４個)含まれております。
２「単元未満株式」には当社所有の自己株式12株が含まれております。
３ 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す
ることができないことから、直前の基準日(平成29年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

　

② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

(％)

(自己保有株式)
ユニオンツール株式会社

東京都品川区南大井
六丁目17番１号

3,511,400 ― 3,511,400 16.89

計 ― 3,511,400 ― 3,511,400 16.89
 

(注)当第３四半期会計期間末日現在の「自己株式等の所有株式数」は、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載
することができないことから、直前の基準日(平成29年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

　

２ 【役員の状況】
前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

EDINET提出書類

ユニオンツール株式会社(E01505)

四半期報告書

 4/14



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,669,035 9,425,048

  受取手形及び売掛金 ※  6,752,578 ※  7,556,593

  有価証券 1,980,430 1,275,837

  商品及び製品 4,332,751 4,520,650

  仕掛品 979,363 1,170,467

  原材料及び貯蔵品 2,111,199 2,245,352

  その他 1,113,994 1,153,912

  貸倒引当金 △164,015 △185,983

  流動資産合計 24,775,338 27,161,878

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 6,668,795 6,954,748

   機械装置及び運搬具（純額） 6,827,243 7,373,706

   工具、器具及び備品（純額） 253,182 285,066

   土地 5,826,140 5,832,844

   建設仮勘定 1,082,912 821,833

   有形固定資産合計 20,658,273 21,268,198

  無形固定資産 104,765 100,326

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,143,762 7,160,318

   その他 225,742 234,956

   貸倒引当金 △55,949 △52,373

   投資その他の資産合計 7,313,555 7,342,900

  固定資産合計 28,076,595 28,711,424

 資産合計 52,851,933 55,873,303
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  860,422 ※  1,026,039

  未払金 113,261 126,490

  未払費用 741,423 772,454

  未払法人税等 192,854 662,984

  賞与引当金 602,538 1,023,454

  その他 152,630 120,049

  流動負債合計 2,663,131 3,731,473

 固定負債   

  長期未払金 222,208 219,828

  繰延税金負債 314,739 529,479

  退職給付に係る負債 418,231 445,940

  その他 1,338 805

  固定負債合計 956,518 1,196,053

 負債合計 3,619,649 4,927,526

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,998,505 2,998,505

  資本剰余金 3,020,652 3,020,727

  利益剰余金 50,039,241 51,106,324

  自己株式 △9,440,610 △9,441,069

  株主資本合計 46,617,788 47,684,488

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,492,830 1,946,514

  為替換算調整勘定 1,171,888 1,368,307

  退職給付に係る調整累計額 △50,223 △53,533

  その他の包括利益累計額合計 2,614,495 3,261,288

 純資産合計 49,232,283 50,945,776

負債純資産合計 52,851,933 55,873,303
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 14,444,233 16,898,725

売上原価 9,325,210 10,772,242

売上総利益 5,119,023 6,126,482

販売費及び一般管理費 ※  3,198,604 ※  3,403,876

営業利益 1,920,418 2,722,606

営業外収益   

 受取利息 35,087 24,117

 受取配当金 59,020 55,981

 固定資産賃貸料 29,541 24,572

 補助金収入 － 86,660

 助成金収入 － 20,025

 スクラップ売却益 35,018 51,956

 その他 30,257 62,643

 営業外収益合計 188,926 325,957

営業外費用   

 支払利息 64 34

 売上割引 15,063 22,122

 減価償却費 14,970 16,480

 自己株式取得費用 4,197 －

 為替差損 48,460 232,747

 支払手数料 － 35,263

 租税公課 － 48,273

 その他 10,057 21,115

 営業外費用合計 92,813 376,036

経常利益 2,016,531 2,672,527

税金等調整前四半期純利益 2,016,531 2,672,527

法人税、住民税及び事業税 619,172 934,643

法人税等調整額 △11,627 △210,335

法人税等合計 607,545 724,307

四半期純利益 1,408,986 1,948,219

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,408,986 1,948,219
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 1,408,986 1,948,219

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △821,977 453,683

 為替換算調整勘定 △2,767,401 196,419

 退職給付に係る調整額 6,232 △3,310

 その他の包括利益合計 △3,583,147 646,793

四半期包括利益 △2,174,161 2,595,012

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △2,174,161 2,595,012

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※期末日満期手形の会計処理については、手形満期日に決済が行なわれたものとして処理しております。なお、

前連結会計年度末日および当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 

 前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

受取手形 35,986千円 54,398千円

支払手形 32,308 50,421

設備関係支払手形 486 4,465
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日)

役員報酬 163,067千円 149,714千円

給料・賞与 975,478 1,098,648 

賞与引当金繰入額 195,955 125,043 

貸倒引当金繰入額 38,583 17,197 

退職給付費用 49,676 46,570 

手数料 250,051 268,455 

減価償却費 147,126 142,134 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年９月30日)

減価償却費 1,511,159千円 1,658,022千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月29日
定時株主総会

普通株式 580,053 33 平成27年12月31日 平成28年３月30日 利益剰余金

平成28年８月３日
取締役会

普通株式 431,931 25 平成28年６月30日 平成28年９月１日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月24日
定時株主総会

普通株式 431,929 25 平成28年12月31日 平成29年３月27日 利益剰余金

平成29年８月４日
取締役会

普通株式 449,206 26 平成29年６月30日 平成29年９月４日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　（単位：千円）

 
報告セグメント 調整額

（注1）

四半期連結
損益計算書
計上額(注2)日本 アジア 北米 欧州 計

売上高        
  外部顧客への売上高 6,371,387 6,437,360 838,838 796,646 14,444,233 - 14,444,233
  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

3,915,857 131,026 - 202 4,047,086 △4,047,086 -

計 10,287,244 6,568,387 838,838 796,848 18,491,319 △4,047,086 14,444,233

セグメント利益 1,232,132 501,002 46,205 98,599 1,877,940 42,478 1,920,418
 

(注) １　セグメント利益の調整額 42,478千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　（単位：千円）

 
報告セグメント 調整額

（注1）

四半期連結
損益計算書
計上額(注2)日本 アジア 北米 欧州 計

売上高        
  外部顧客への売上高 7,177,311 7,615,067 973,508 1,132,838 16,898,725 - 16,898,725
  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

4,651,815 211,946 - 837 4,864,599 △4,864,599 -

計 11,829,127 7,827,014 973,508 1,133,675 21,763,325 △4,864,599 16,898,725

セグメント利益 1,907,081 479,690 46,133 147,405 2,580,310 142,295 2,722,606
 

(注) １　セグメント利益の調整額 142,295千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 81円14銭 112円76銭

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する
 四半期純利益金額(千円)

1,408,986 1,948,219

 普通株主に帰属しない金額 ― ―

 普通株式に係る親会社株主に
 帰属する四半期純利益金額(千円)

1,408,986 1,948,219

 普通株式の期中平均株式数(千株) 17,364 17,277
 

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　平成29年８月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

　　　（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・ 449,206千円

　　　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・ 26円

　　　（ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日・・・・・ 平成29年９月４日

（注）平成29年６月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し支払いました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月10日

ユニオンツール株式会社

取 締 役 会 御中

 

有限責任監査法人　ト ー マ ツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   三   井　　勇　 治   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   茂   見   憲 治 郎   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中　　山   太　　一   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユニオンツール

株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年７月１日か

ら平成29年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ユニオンツール株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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